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熊本県告示第９６９号 
  熊本県建設工事共同企業体運用基準の特例に関する基準を次のように定める。 
  平成２０年１１月４日 
                                                熊本県知事 蒲  島  郁  夫    
      熊本県建設工事共同企業体運用基準の特例に関する基準 
  熊本県建設工事共同企業体運用基準（平成７年熊本県告示第１６４号）により特定建設
工事共同企業体により競争を行わせる場合における対象工事等の取り扱いについては、平
成２０年１１月４日から平成２５年３月３１日までの間、同基準第１の１の（１）ただし
書き規定中、「３億円以上の工事」を「１億円以上の工事」とする。 
      附 則 
  この基準は、告示の日から適用する。 

 
 
熊本県告示第９７０号                                                             
 家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第１３条第１項の規定により、次のと
おり家畜伝染病に係る届出があったので、同条第４項の規定により公示する。 
  平成２０年１１月４日                                                       
                                                熊本県知事 蒲  島  郁  夫    
 病  名  区分  発 生 年  月 日  発 生 場 所  発生頭数  適 用

 ヨ－ネ病  患畜  平成２０年１０月２３日  球磨郡錦町  １戸１頭  乳用牛

 
 

第１１７５３号 

平成 20 年 11 月 4 日(火)

（毎週 火･金発行） 

 告  示 
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熊本県告示第９７１号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２０年１１月４日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 
道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 
(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考 

前

8.1 
～ 

13.5 
407.0 

8.1 
～ 

13.5 
407.0 

一般県道 植木河内

港線 
熊本市太郎迫町字本村屋敷  

４６０番、４５９番合併地先 

から 
同町字前田 
３０７番１地先まで 

 

後

11.6 
～ 

46.3 
338.0 

道路法

第２４

条工事 

       
２ 区域を変更する期日 平成２０年１１月４日 

 
 
熊本県告示第９７２号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２０年１１月４日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 
道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 
(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考 

前

7.9 
～ 

10.9 
103.7 

一般国道 ４４３号 八代市泉町下岳字土生 
      １９８５番３地先から 
同所 
      １９８９番１地先まで 

後

10.3 
～ 

11.7 
103.7 

やさ道

交１国 

前

8.7 
～ 

10.6 
132.5 

主要地方道 小川泉線 八代市泉町柿迫字二重 
      ３５８７番１地先から 
同所 
      ３６１６番１地先まで 

後

18.3 
～ 

94.1 
132.5 

１９災

補道 

前

11.0 
～ 

47.7 
412.0 

一般県道 八代不知

火線 
八代市新開町壱号 
      ３番１地先から 
同市三楽町参号 
      ５８番地先まで 

後

11.9 
～ 

47.7 
412.0 

緊道整

（交安）

       
２ 区域を変更する期日 平成２０年１１月４日 

 
 
熊本県告示第９７３号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
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 その関係図面は、平成２０年１１月４日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 
道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 
(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考 

前

4.7 
～ 
8.1 

130.0 
主要地方道 芦北坂本

線 
八代市坂本町百済来下字三反

田   
     ２２９７番地先から 
同所 
     ２２０４番１地先まで 後

5.4 
～ 

23.0 
130.0 

単防災

（自） 

前

13.0 
～ 

27.6 
42.0 

一般県道 上椎葉湯

前線 
球磨郡水上村大字江代字境目 

      ３２１０番１地先から 
同所 
      ３２２３番１地先まで 

後

13.0 
～ 

35.4 
42.0 

緊道整

Ｂ防災 

前

20.5 
～ 

22.4 
13.3 

主要地方道 坂本人吉

線 
球磨郡山江村大字万江丙字西

大川内 
      １８２番２３地先から 
同所 
      １８２番２３地先まで 後

20.5 
～ 

27.5 
13.3 

２０災

補道 

前

5.5 
～ 

21.0 
960.0 

主要地方道 有明倉岳

線 
上天草市松島町教良木   
      ２１０５番１地先から 
同所 
      ２９６８番８地先まで 

後

8.0 
～ 

39.0 
960.0 

単道改 

  ２ 区域を変更する期日 平成２０年１１月４日 
 

 
熊本県告示第９７４号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県宇土市上網田町字二重２６０１番、２６０２番、 
 ２５９３番（次の図に示す部分に限る。）、２５９４番・２５９５番合併（次の図に示 
 す部分に限る。） 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字二重２６０１番、２５９３番（次の図に示す部分に限る。）、２５９４番・２ 
   ５９５番合併（次の図に示す部分に限る。）、２６０２番（次の図に示す部分に限 
   る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに宇土市役所に備え置いて縦覧に供する。） 
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熊本県告示第９７５号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県山鹿市鹿央町合里字北平１１２１番、１１２３番、

１１２５番、１１２６番、１１２９番１、１１２９番２、１１３０番、１１３１番、１
１３３番２、１１３５番、１１３６番、１１３９番から１１４１番まで、１１４５番、
１１４６番、１１４７番１から１１４７番３まで、１１４９番、１１５０番、１１５２
番、１１５４番、字石塚１２６３番１、１２６３番２、１２６４番、１２６７番、１２
７２番、１２７３番、１２７７番、１２７８番、１２８６番から１２９０番まで、１２
９１番１、１２９１番２、１２９２番１、１２９３番から１２９５番まで、１２９７番
から１２９９番まで、１３０９番、字中井１３５３番から１３５５番まで、１３５７番
から１３６３番まで、１３９３番、１３９４番、１３９６番、１３９７番 

２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字石塚１２８９番、１２９４番、１２９５番、１２９７番、１２９８番、字北平 
   １１３６番・１１４０番・１１５４番・字石塚１２６４番・１２６７番・１２８７ 
   番・１２８８番・１２９０番・１２９１番２・１２９３番・１２９９番（以上１１ 
   筆について次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県鹿本地域振興局並びに山鹿市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第９７６号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県菊池市木野字深迫１９０１番（次の図に示す部分 
 に限る。） 
２ 指定の目的 土砂の崩壊の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 主伐は、択伐による。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県菊池地域振興局並びに菊池市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第９７７号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県八代市泉町葉木字葉木５１番２、５１番５、５１ 
 番１１、５１番１３ 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 主伐に係る伐採種は、定めない。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を熊本県農林水産部森林保全課及び熊本県 
八代地域振興局並びに八代市役所に備え置いて縦覧に供する。） 
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熊本県告示第９７８号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県葦北郡芦北町大字海浦字角石１０６５番１ 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字角石１０６５番１（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県芦北地域振興局並びに芦北町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第９７９号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県水俣市湯出字大丸９８５番１から９８５番４まで、 
 ９８５番６から９８５番８まで、１０２７番、又１０２８番３、又１０２８番５、又１

０３１番、又１０３２番、字中村１０６４番１、１０６４番２、１０６４番５ 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字大丸９８５番１・字中村１０６４番１（以上２筆について次の図に示す部分に 
   限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県芦北地域振興局並びに水俣市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第９８０号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県水俣市古里字高寺７３０番２ 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字高寺７３０番２（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県芦北地域振興局並びに水俣市役所に備え置いて縦覧に供する。） 
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熊本県公告第７４６号 
  特定調達契約につき、一般競争入札により落札者を決定したので、地方公共団体の物品
等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第１１条及び
熊本県物品等又は特定役務の調達手続に関する規則（平成７年熊本県規則第５１号）第１
１条の規定により、次のとおり公告する。 
    平成２０年１１月４日 
                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１  落札に係る特定役務の名称及び数量 
  熊本県電子納品保管管理・情報交換共有システム用サーバ等一式 
２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 
  熊本県土木部土木技術管理室 
  郵便番号 862-8570 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
３ 落札者を決定した日 
  平成２０年９月９日 
４ 落札者の名称及び所在地 
  ＮＥＣリース株式会社熊本支店 
  熊本県熊本市水道町８番６号 
５ 落札金額 
    １，５９５，０５５円（うち消費税及び地方消費税の額７５，９５５円） 
６ 契約の相手方を決定した手続 
  一般競争入札 
７ 特例政令第６条に規定する公告を行った日 
    平成２０年７月２８日 

 
 
熊本県公告第７４７号 
 玉名市に事務所を置く玉名市土地改良区理事長 島津勇典から認可の申請があった土地
改良事業の施行については、平成２０年１０月２４日付けで適当と決定したので、土地改
良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の
規定により公告し、次のとおり関係書類を縦覧に供する。 
 利害関係人でこの決定に異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５
日以内に、知事に対して異議の申出をすることができる。 
  平成２０年１１月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類の名称 
  大堀地区土地改良事業（農業用用排水施設）計画書の写し 
  鯨油地区土地改良事業（農業用用排水施設）計画書の写し 
    共和地区土地改良事業（農業用用排水施設）計画書の写し 
    甲六ノ割地区土地改良事業（農業用用排水施設）計画書の写し 
    祭田下地区土地改良事業（農業用用排水施設）計画書の写し 
２ 縦覧期間 
  平成２０年１１月５日から平成２０年１２月３日まで 
３ 縦覧場所 
  玉名市役所 
  玉名市土地改良区事務所 

 
 
熊本県公告第７４８号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為が完了
したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２０年１１月４日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫    
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
  葦北郡芦北町大字芦北字西割南２２４８番３、同２２５９番３、同２２６８番４、同

２２６９番４、同２２７０番４、同２２７１番３、同２２７５番２、同２２７５番３、
同２２７５番４、同２２７６番１、同２２７６番２、同２２７７番１、同２２７７番２、
同２２８０番２、同２２８３番２、同２２８４番、同２２８５番、同２２８６番１、同
２２８７番、同２２８８番、同２２８９番２、同２２８９番３、同２２８９番４、同２
２９１番４及び同２２９１番５ 

  １０，７４３．１０平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 

 鹿本郡植木町大字植木１３３番地１ 
  株式会社ロッキー  

 公  告 
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熊本県公告第７４９号 
  県が設置する公の施設における指定管理者について、次のとおり募集する。 
    平成２０年１１月４日 
                                               熊本県知事  蒲 島 郁 夫    
１  指定管理者に管理を行わせる公の施設の概要 
 （１） 名称 
        三角港波多マリーナ(以下「 マリーナ」という｡) 
 （２） 場所 
        宇城市三角町波多字郷開２８６４番地１１５ 
 （３） 施設の規模等 
    浮桟橋３基 
      駐車場面積 １，８２３平方メートル 
 （４） 施設の概要 
    長期使用浮桟橋２基、短期使用浮桟橋１基、入退場管理システム１式、防犯カメ 
   ラ設備１式、駐車場、管理棟１棟、浄化槽１槽 
２  指定管理者が行う業務 
  (１) 施設の利用調整及び管理に関する業務 
 (２) 施設の使用の許可に関する業務 
 (３) 施設の維持に関する業務 
 (４) その他指定管理者が港湾の管理上必要と認める業務 
３ 指定管理者の指定の期間 
    平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで 
４ 参加資格 
   次の要件のすべてを満たす法人その他の団体であること。 
 （１） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。       
 （２） 熊本県から指名停止措置又は暴力団の排除に関する合意書に基づく指名除外措置 
   を受けていないこと。 
 （３） 労働者災害補償保険に加入していること。       
 （４） 県税、法人税、消費税及び地方消費税等を滞納していないこと。 
 （５） 会社更生法、民事再生法等に基づく更正又は再生手続を行っていないこと。 
        また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があ 
   り、経営状態が著しく不健全である者でないこと。 
 （６） 賃金不払いに関する厚生労働省からの通報が知事に対してあり、当該状態が継続 
   している場合であって、明らかに指定管理者として不適当と認められる者でないこ 
   と。 
５ 申請の手続 
 （１） 申請書類 
        申請に当たっては、次の書類を提出すること。 
    ア  指定管理者指定申請書 
    イ  三角港波多マリーナ指定管理者事業計画書及び収支予算書 
    ウ  定款、寄付行為、規約又はこれに類する書類 
  エ 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 
  オ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他 
   の団体の財務状況を明らかにする書類 
  カ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他の団体の業務 
   の内容を明らかにする書類 
  キ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない 
   事業者は除く。） 
  ク 納税証明書 
    イ 法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 
    ロ 熊本県の県税（同県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又は事業 
     所を有する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）に 
     ついて未納がないことの証明書 
  ケ その他知事が必要と認める書類 
    イ 法人税について未納がないことの証明書 
    ロ グループで申請する場合は、グループ構成員表及び協定書（構成員の代表団 
     体、役割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした書類） 
 （２） 申請書の提出先 
    熊本県土木部港湾課（県庁行政棟本館１２階） 
    〒862-8570 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    電話 096-333-2515  ＦＡＸ 096-387-2461  
 （３） 提出期間 
        平成２０年１１月２５日（火）から平成２０年１２月５日（金）までの日（県の 
   休日を除く。）の午前８時３０分から午後５時までとする。 
    ※郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時まで必着とする。 
    ※電子メール、ファクシミリでの提出は認めない。 
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 （４） 提出部数 
        ９部 
６ 指定管理候補者の選定 
    平成２０年１２月中旬以降に開催予定の指定管理候補者選定委員会において、各委員 
 が審査した評点の合計が最も高い申請者を選定委員会の指定管理候補者の選定意見とし、 
 最終的に県において選定する。 
７ 募集要項の交付 
    ５の（２）に掲げる場所で、１１月４日（火）から１２月５日（金）までの間に、交 
 付する。 
８  説明会 
 （１） 日時 
        平成２０年１１月１３日（木）午後２時 
 （２） 場所 
        マリーナ管理棟内 
 （３） その他 
        説明会への参加を希望する場合は、法人等の名称及び参加者の氏名を５の（２） 
   にあらかじめ連絡すること。 
９  留意事項 
 （１） 次の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがある。 
  ア 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき 
  イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき 
  ウ 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき 
  エ 虚偽の内容が記載されているとき 
  オ その他、選定委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められると 
   き  
 （２） 提出された書類は、県庁内の使用及び指定管理候補者選定委員会での検討のため 
   複写する。 
 （３） 提出された書類は、熊本県情報公開条例に基づく開示の請求により開示すること

がある。 
１０  その他 
 （１） 指定管理候補者の選定に当たり、申請者に対して、申請書及び添付書類の内容に 
   ついて説明を求める。 
 （２） 指定管理候補者として選定された者を、県議会の議決を経て、指定管理者に指定 
   する。 
 （３） 利用料金収入は、マリーナの維持管理に係る経費に充てる。 
 （４） 問い合わせ先 
        ５の（２）に同じ。 

 
 
熊本県公告第７５０号 
  次のとおり総合評価一般競争入札に付する。 
    平成２０年１１月４日 
                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１  競争入札に付する事項 
 （１） 委託業務の名称 
    「くまもと安心移動ナビ・プロジェクト」システム構築等業務 
 （２） 委託業務の内容 
    入札説明書及び業務委託仕様書による。 
 （３） 委託期間 
        契約締結の日から平成２１年３月３１日まで 
 （４） 履行場所 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県総合政策局企画課 
 （５） 入札金額 
    入札金額は、本委託業務に要する費用の総額とする。 
    なお、落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセ

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 

 （６） 最低制限価格の設定 
    ア 本競争入札には、最低制限価格を設けていない。 
  イ 本競争入札には、低入札価格調査の対象となる基準価格を設けている。 
２ 入札参加者の資格に関する事項 
  次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 
 （１） 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（ 
   平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、営

業種目として情報処理業務（①情報システム全般の設計、開発維持管理）の入札参
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加資格を有すると決定された者であること。 
    なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこ

と。 
  ア 審査申請の受付期間 
    公告の日から平成２０年１１月１４日（金）まで（閉庁日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時までに提出すること。 
    ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場

合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 
イ 審査申請書の提出先及び問い合わせ先 

熊本県出納局管理調達課資格審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 862-8570 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 096-333-2581 

ウ 申請の方法 
要綱に定める「競争入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持参又は郵

送により提出すること。 
なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書

様式ダウンロード」のページで確認することができる。 
エ 資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
 （２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ 
   た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受 
   けていること。 
 （３） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ 
   た者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受 
   けていること。 
 （４） 入札及び開札の時点において熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停

止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）に基づく指名停止期間中でな
いこと。 

３ 入札執行の日時、場所等 
 （１） 契約条項を示す場所 
     熊本県総合政策局企画課特定政策推進室（熊本県庁行政棟本館５階） 
     郵便番号  862-8570  熊本市水前寺六丁目１８番１号 
     電話  096-383-1111（内線 3824） ダイヤルイン 096-333-2015 
 （２） 委託業務仕様書等 
  ア 閲覧（交付）の期間 
    公告の日から平成２０年１１月１４日（金）まで（閉庁日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時までとする。 
  イ 閲覧（交付）の場所 
    電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情

報）にて閲覧又は（１）に記載する場所で交付する。 
 （３） 入札説明会 

ア 日時 平成２０年１１月１２日（水）午前１０時から 
イ 場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

熊本県庁行政棟新館８階 ８０１会議室 
ウ その他 出席者は、１社につき２人までとする。 

 （４） 入札及び開札の日時及び場所 
  ア 日時 平成２０年１２月１５日（月）午前１０時 
  イ 場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
       熊本県庁行政棟本館７階 ７０１会議室 
 （５） 再度の入札 
     開札後、すべての入札参加者が予定価格を上回った場合は再入札を行う。 
４ 入札方法等 
 （１） 入札方法 
    「入札書」を作成し、３の（４）のイの日時及び場所に持参し、提出すること。 
    ただし、代理人をして入札するときは、「委任状」を入札書と同時に提出するこ

と。                                           
    なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２０年１２月１２日（金）

までに３の（１）に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。 

ア 封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」、中封筒に「委託業
務の名称」及び「開札日時」を朱書きすること。 

イ 再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「委託業務の名称」及び「開
札日時」を朱書きし、同封すること。 

 （２） 入札の回数 
        入札回数は２回までとする。開札後、すべての入札参加者が予定価格を上回った 
   場合は、再入札を行う。 
    なお、再入札書の締切日時までに再入札書を提出しなかった者及び入札書を郵送

した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退したものとみなす。 
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 （３） 落札者の決定方法 
    ア 予定価格の制限の範囲内の入札価格による有効な入札書を提出した者にあっては、 
   総合評価のための提案書を求め、イ及びウの方法により評価を行う。 
  イ 総合評価のための提案書の内容が、仕様書の要求をすべて満たしているか否か等 
   を判定し、これを満たしているものには、別記「落札者決定基準」に示す各項目の 
   評価に応じ７００点の範囲内で技術点を与える。 
  ウ 入札価格については、「３００点×（１－入札価格×１．０５／予定価格）」に

より点数化し、価格点を与える。 
  エ 上記イ及びウにより算出された技術点、価格点の合計点数が最も高い者を落札者 
   とする。なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第 
   １項の規定に基づき、低入札価格について一定の基準を設けているため、その基準 
   を下回った価格で入札を行った場合は、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも 
   って申込をした者であっても落札者とならない場合がある。 
  オ 技術点及び価格点の合計点数の最も高い者が２者以上あるときは、技術点が最も

高い者を落札者とする。また、技術点及び価格点の合計点数及び技術点の最も高い
者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定するものとす
る。この場合において、当該入札者のうち開札に立ち会わない者があるときは、こ
れに代えて当該入札執行事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 （３） 無効の入札 
        次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
    ア  競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
    イ  委任状を提出しない代理人のした入札 
    ウ  記名押印を欠く入札 
    エ  金額を訂正した入札 
    オ  誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
    カ  同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入 
   札 
    キ  ２以上の意思表示をした入札 
  ク  民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札 
   執行者が認めた場合の入札 
    ケ  明らかに連合によると認められる入札 
  コ  その他入札に関する条件に違反した入札 
 （４） 入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公

正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ
せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

 （５） 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
 （６） その他 
   業務委託仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得

（昭和３９年熊本県告示第４２０号）の規定を準用する。 
５  契約の締結 
  ア 契約書作成の要否   
    要 
  イ 契約の締結期限  
    平成２０年度「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」実施要領６（２）に基づく、 
   総務省の承認日から７日以内とする。 
  ウ 落札者からの契約締結の申出期限  
    落札者決定の日から７日以内とする。 
６  入札保証金及び契約保証金 
 （１） 入札保証金 
        免除する。 
 （２） 契約保証金 
        契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分 
   の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに 
   該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 
    ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被 
   保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を 
   提出したとき。 
    イ  契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する 
   事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ 
   れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約 
   を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。） 
７  その他 
 （１） 入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨とする。 
 （２） 本一般競争入札公告は、入札説明書を兼ねる。 
 （３） 本競争入札は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を 
   受ける。 
８  Summary 
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 (1) Subject matter of the contract: 
  To commission business operations for the construction of a guidance system using

“Ubiquitous Technology”to make public transportation,tourist sites, shopping 
districts and public facilities simple and easy to use for all. 

 (2)  Period of commission: 
  From the day of contract through March 31, 2009 
 (3)  Date and place to submit bidding proposal: 
  Date:10:00 a.m., December 15, 2008 
 (4)  Postal deadline to submit bidding proposal: 
  Bidding proposal must arrive no later than December 12, 2008, 5:00p.m. 
 (5)  Language and currency to be used for bidding: 

Language: Japanese 
Currency: Japanese currency only 

 (6)  Contact information: 
Specific Policy Office 
Planning Division 
Policy Coordination Bureau 
Kumamoto Prefectural Government 
6-18-1 Suizenji, Kumamoto-shi 
Kumamoto-ken, Japan, 862-8570 
Phone: 096-333-2015 

 
別記 落札者決定基準 
 
 

落 札 者 決 定 基 準 

 

熊本県が発注する「くまもと安心移動ナビ・プロジェクト」システム構築等業務に係る

落札者決定基準については、次のとおりとする。 

 

 １ 審査機関 

 （１）本委託業務の技術的な審査については、「『くまもと安心移動ナビ・プロジェク

ト』システム構築等業務委託に関する審査委員会（以下「審査委員会」という。）」

において実施する。 

 （２）審査委員会は、提出された提案書が仕様書の要求要件を満たしているかについて

判断し、（別添資料）評価基準に基づき点数を付与する。 

 

 ２ 落札者決定基準 

 （１）落札者決定方法 

落札者の決定方法については、入札価格が予定価格の制限の範囲内である者のうち、

提案書評価による「技術点」と入札価格評価による「価格点」の合計点が最も高い者

とする。 

   なお、技術点及び価格点の合計点数の最も高い者が２者以上あるときは、技術点が

最も高い者を落札者とする。また、技術点及び価格点の合計点数及び技術点の最も高

い者が２者以上ある時は、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。

この場合において、当該入札者のうち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者が

あるときは、これに代えて当該入札執行事務に関係のない職員にくじを引かせるもの

とする。 

 （２）技術点及び価格点の配分 

点数については、１０００点とし、得点配分については、技術点を７００点、価格

点を３００点とする。 

なお、技術点の評価項目毎の配分は次のとおりとする。  
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評価項目（大項目） 項目数 点数配分 割合 

１．システム構築にあたっての検討

方針 
３ ２９０ ４１％ 

２．システムの保守運用に対する考

え方 
２ ３００ ４３％ 

３．その他（実施体制及び受託実績） ２ １１０ １６％ 

合計 ７ ７００ １００％ 

 

 ３ 技術点の評価方法 

（１）評価基準については、別紙のとおりとする。 

（２）技術点の評価は、｢加点項目｣の絶対評価により採点を行う。 

（ア）加点項目 

評価区分を本委託業務への重要性及び必要性に照らし、「最重要」「重要」「普

通」に分け、評価ランクによりＡ～Ｄの評価を行い、技術点を与える。 

   ＜加点表＞ 

 評 価 区 分 
 評価ランク 最重要 重要 普通 

 Ａ 優れている       １５０ ７０        ４０ 

 Ｂ やや優れている         ７０ ４０      ２０ 

 Ｃ 標準的である         ４０ ２０        １０

Ｄ 記載なし     ０ ０       ０ 

 

 ４ 価格点の評価方法 

価格点の評価は、その入札価格に応じ、点数化するものとする。点数化の方法につい

ては、下記算式により算定する。 

なお、価格点の計算における小数点の取扱いは、途中の計算では小数点以下第３位で、

最後の価格点を求める際には、小数点以下第１位で四捨五入するものとする。 

 

   ｢価格点＝３００点×（１－入札価格×１．０５/予定価格）｣ 

※価格点の算定方法については、総合評価競争入札事務処置要領第１０条第２項による。  

大項目 小項目 評価内容 評価区分 配点

1
１．ユビキタス
案内パネル
（Aタイプ）

複数のFeliCaリーダー／ライターで構成される「ユビ
キタス案内パネル（Aタイプ）」の仕様の検討にあたっ
て、様々な使い手の立場で利便性の向上等が図れ
るような方針（考え方）が、具体的に記述されている
か評価する。

重要 70

2
１．システム
構築にあたっ
ての検討方針

２．ユビキタス
案内パネル
（Bタイプ）

単体のFeliCaリーダー／ライターで構成される「ユビ
キタス案内パネル（Bタイプ）」の仕様の検討にあたっ
て、様々な設置場所等を想定した方針（考え方）が具
体的に記述されているか評価する。

重要 70

「くまもと安心移動ナビ・プロジェクト」システム構築等業務　評価基準
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大項目 小項目 評価内容 評価区分 配点  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
熊本県選挙管理委員会告示第１０７号 
 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定による政治団体の設
立の届出があったので、同法第７条の２第１項の規定に基づき次のとおり公表する。 
  平成２０年１１月４日 
                     熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 岩 尾 映 二    
 
 

 
 

 
熊本県選挙管理委員会告示第１０８号 
 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定による政治団体の届
出事項の異動の届出があったので、同法第７条の２第１項の規定に基づき次のとおり公表
する。 
  平成２０年１１月４日 
                     熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 岩 尾 映 二    
 
 

 登載依頼 

3
３．システムを
利用する際の
携帯画面

携帯電話の画面の設計や遷移を検討するにあたっ
て、様々な使い手の立場で利便性の向上等が図れ
るような方針（考え方）が具体的に記述されているか
評価する。

最重要 150

290

4
１．システムの
保守について

システムの保守を効率的に行うため、ソフトウェアに
関するシステムの保守内容及びその保守に必要な
経費が具体的に記述されているか評価する。

最重要 150

5
２．システムの
運用について

拡張性や汎用性等が高い管理運用システムの構築
にあたっての方針（考え方）が具体的に記述されて
いるか評価する。

最重要 150

300

6
１．実施体制
について

受託者の体制について具体的に記述されているか
評価する。（携帯事業者、コンテンツ事業者等の連携
する事業者の能力等も併せて評価する）

重要 70

7
２．受託実績
について

類似業務の受託実績について評価する。 普通 40

110

700合　計

小　計

小　計

小　計

３．その他

２．システム
の保守運用
に対する考え
方
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熊本県選挙管理委員会告示第１０９号 
 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定による政治団体の
解散の届出があったので、同条第３項の規定に基づき次のとおり公表する。 
  平成２０年１１月４日 
                     熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 岩 尾 映 二    
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熊本県選挙管理委員会告示第１１０号 
 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定による資金管理団
体の指定の届出があったので、同法第１９条の２第１項の規定に基づき次のとおり公表す
る。 
  平成２０年１１月４日 
                     熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 岩 尾 映 二    
 
 
 
 

 
 

 
熊本県選挙管理委員会告示第１１１号 
 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定による資金管理団
体の届出事項の異動の届出があったので、同法第１９条の２第１項の規定に基づき次のと
おり公表する。 
  平成２０年１１月４日 
                     熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 岩 尾 映 二    
 

 
 

 
熊本県選挙管理委員会告示第１１２号 
 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定による資金管理団
体の取消の届出があったので、同法第１９条の２第１項の規定に基づき次のとおり公表す
る。 
  平成２０年１１月４日 
                     熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 岩 尾 映 二    
 

 
 


